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 老朽化が生じ、天端高の不足により高波浪時に越波が発生している古平漁港海岸の護岸につ

いて、対策工法を検討した。護岸の前面はウニの漁場を有し、背後には水産加工場や水産高校

が近接するなど考慮すべき制約条件が多い現場であった。検討の結果、前面への占有幅をおさ

えることで漁場の消失がなく、かつ嵩上げする天端高を低減することで海側への視界を確保で

きる上部フレア構造を採用した。 
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1.  背景・目的 

古平漁港海岸は、北海道の積丹半島東部中央部にある

古平郡：古平町に位置し、背後には住宅をはじめ、道立

水産高校や水産加工施設が立ち並ぶ集落が形成された地

域となっている(図-1参照)。海岸保全施設として護岸(昭

和40年代に築造)を有しているものの、天端高が不足し

ていることから高波浪時には越波が生じており、老朽化

による劣化や波浪による損傷が著しいため、早急な対策

が求められた。(写真-1,写真-2参照)  

 

 

図-1  古平漁港海岸位置図 

 

 

写真-1  護岸の越波 

 

 

写真-2  護岸の老朽化 

 

2.  現在の護岸の状況 

(1)   周辺の状況 

a) 漁場：護岸の前面 

 護岸の前面には良好な藻場が形成されウニ漁場として

利用されている。地元住民の意向や藻場の重要性を考慮

して、藻場の消失を伴わない施設改良とする方針とした

(写真-3,写真-4参照)。このため、消波ブロックを設置す

ることや改良により海側を構造物が占有することはでき

ない状況にあった。 

 

 

写真-3  護岸前面の藻場の利用状況 

護岸の越波 

(H29.10撮影) 
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写真-4  藻場周辺でのウニの蓄養 

 

b) 建物：護岸の背後 

護岸の背後は道立水産高校や水産加工施設が隣接して

いる。(写真-5,写真-6参照)。さらに、密漁防止の監視を

目的とし、改良後においても護岸の天端高はなるべく抑

え、背後からの視界を良好に保つことが求められた。 

 

 

写真-5  護岸背後の建物立地状況① 

 

写真-6  護岸背後の建物立地状況② 

 

また、一部の区間では、水叩き幅が狭く施工重機が走

行することは困難であるとともに、施工の際は、隣接す

る家屋や建物に悪影響が出ないように「騒音・振動」に

配慮した工法を選定する必要があった。 

 

(2)   老朽化の状況 

護岸は築造から50年程度が経過しており、堤体、波返

しのコンクリートのひび割れ、剥離・損傷が著く、既設

構造の耐久性を期待できないことから、既設護岸を活用

した改良(嵩上げ、拡幅等)ができなかった。 

 

3.  合意形成と設計で考慮すべき制約条件 

(1)   利害関係者との合意形成 

前述したように既設護岸前面は漁場として利用されて

いるため、改良断面はこれを阻害しない構造とする必要

があった。また、密漁防止の監視のため天端高をなるべ

く抑える必要があり、漁場の利用者・地域住民と協議の

結果、新たに設ける構造の条件について、以下の同意を

得た(図-2参照)。 

a.海面よりも陸側は構造物が占有してもよい。 

b.嵩上げの高さは既設の護岸よりも1m以下とする。 

 

 
図-2  合意形成の内容 

 

(2)   設計で考慮すべき制約条件 

前述した護岸を取り巻く状況から、設計にあたり制約

を受ける条件と設計の方針を整理した(表-1参照)。 

 

表-1  設計で考慮すべき制約条件 

取り巻

く状況 

内容 設計方針 

周辺の

利用状

況 

・護岸前面

の漁場利用 

・護岸背後

の建物立地 

・視界の確

保 

【設計条件】 

・合意した範囲で占有幅が狭

い線的な構造を選定する。 

・構造の工夫により既設に対

して嵩上げする高さを1m以下

におさえる。 

【施工条件】 

・振動・騒音の悪影響が少な

い工法を選定する。 

護岸の

老朽化

状況 

老朽化が著

しく既設構

造の活用が

できない 

【設計条件】 

・既設構造に耐久性を期待せ

ず、新たな構造を構築する。 

 

4.  護岸の改良設計(新技術工法の採用) 

従来採用している工法は、直立式の海岸護岸を設け、

さらに越波を低減するために消波ブロックを前面を設置

する事例が多かった。しかし、この工法では必要とされ

る堤体幅とブロック敷幅が広くなり、海側の漁場を占有

することになる。また、天端高が高くなり背後から海側

への視界を損なうことになる。 
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そこで、以上の問題をクリアするため「フレア護岸」

(NETIS登録No.OK-150002-VR / H27年)について適用を検討

した。 

 

(1)   フレア護岸(上部フレア護岸)の特徴 

「フレア護岸」は、波返しがフレア(海側へ広がる形)

の形状を有し、直立護岸より高い越波阻止性能および反

射率低減性能を発揮することが可能である。また、消波

ブロックを伴わないことから景観性に優れ、天端部を有

効利用できる特徴がある。ここでは、上部フレアブロッ

クを下部構造と一体化した上部フレア構造を検討した。

(図-3,写真-7参照) 

 

 
図-3  上部フレア構造一般図1) 

 

 

写真-7  上部フレア整備事例1) 

 

なお、フレア構造による越波流量の低減は、直立護岸

の流量の1/100程度であり、消波ブロック被覆構造より

も効果が大きい(図-4参照)。また、従来工法と比較する

と以下に示す特徴がある(表-2参照)。 

 

 

図-4  越波流量試験結果1) 

 

 

 

表-2  フレア護岸の特徴 

番号 内容 

特徴1 天端が低い状態でもフレア形状の波返しによ

り越波を抑えることができる (図-5参照) 。 

特徴2 消波ブロックを伴わないことから前面水域を

確保できる (漁場の消失がない) 。また、景観

性に優れる。 

特徴3 工場製作が可能であり品質に優れる。また、

工期短縮が可能である。 

 

 

工法 直立護岸(従来工法) フレア護岸(新工法) 

断面 

図 

  
越波 

低減 

効果 

  

図-5  工法の対比1) 

 

(2)   本現場での設計 

改良する護岸構造として、直立護岸(従来工法)とフレ

ア護岸(新工法)の比較を行った (図-6参照)。 
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図-6  従来工法との比較 

 

また、フレア護岸を直立護岸と比較すると、必要とな

る天端高を78%、占有幅を65%低減させつつ、同程度の

工事費を実現できた(表-3参照)。 
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表-3  従来工法との比較 

項目 従来 新工法 低減率 

天端高 

(既設+4.5m) 

+7.7m 

(3.2m嵩上) 

+5.2m 

(0.7m嵩上) 

78%低減 

占有幅 既設法線より

20m 

既設法線より

7m 

65%低減 

概算工事費 5,122 

千円/m 

5,034 

千円/m 

2%低減 

 

5.  施工による騒音・振動への配慮方法 

(1)   下部構造の施工方法 

下部構造は占有幅を狭める必要から鋼管杭を連続して

構築し、その上に上部フレアを設ける構造とした。また、

鋼管杭の間には小口径鋼管杭を2本打設し、その間をモ

ルタル充填することで裏埋土の流出防止とした(図-7,図-8

参照)。 

また、鋼管杭の打設には、振動・騒音を抑える必要と

ともに狭隘な施工スペースの中での施工が可能であるこ

と、玉石混じりの砂礫層が厚く堆積している特徴から硬

質地盤に適用した工法が求められた。 

 

 

図-7  裏埋土の流出防止方法 

 

図-8  施工の手順 

 

 

(2)   圧入工法(回転切削圧入)の特徴 

振動・騒音を抑制するため、圧入工法(回転切削圧入)

を選定した。従来からの打撃工法、振動工法と比較して、

圧入工法は騒音・振動が最も少ない工法である(表-4参

照)。また、後述する回転切削を用いることで硬質地盤

への適用も可能である。 

 

 

 

 

 

表-4  鋼管杭の施工方法の比較 

打設

工法 
打撃工法 振動工法 

圧入工法 

(回転切削) 

原理 
打撃により

打設 

振動により

打設 

圧入により打

設 

硬質

地盤 
適応困難 適応困難 

回転切削によ

り適応可能 

振動 
地盤に振動

が伝わる 

地盤に振動

が伝わる 

地盤への振動

は少ない 

騒音 
打撃音が発

生する 

振動音が発

生する 

圧入時の騒音

は少ない 

 

(3)   機械の紹介 

圧入工法に使用する特殊機械・建設重機等は以下に示

すものが挙げられる。 

・ジャイロパイラー® 

・小口径専用圧入機 

・特殊反力架台（鋼管杭圧入用） 

・反力架台（反力鋼矢板圧入用） 

・硬質地盤専用圧入機（反力鋼矢板用） 

 

この中で、ジャイロパイラーは、鋼管杭を把持し、鋼

管杭に回転力と圧入力を同時に作用させることで、鋼管

杭を地中に押し込む圧入機である。さらに杭打機が既に

施工した杭の上を自走しながら施工するため、クレーン

等の大型重機が不要となり狭い箇所でも施工ができる点

で本現場に適した工法と判断した(図-9参照)。 

 

 

 

図-9  圧入工法の機械2） 
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(4)  硬質地盤への対応 

回転切削圧入工法は、玉石層や岩盤などの硬質地盤だ

けでなく、転石や既設の鉄筋コンクリート構造物など地

中障害物も貫通して杭の圧入が可能となる貫入技術であ

る。回転切削圧入機「ジャイロパイラー」の先端ビット

付き鋼管杭を回転させ、地中障害物を切削し貫通させ圧

入する(図-10参照)。 

また、圧入機械に高度な管理システムを組み込むこと

ができ、杭の打設深さや位置を高精度で管理できる特徴

がある。 

 

 

 

図-10  先端ビット付鋼管杭2) 

 

6.  これまでの施工紹介 

令和3年度より本工事に着手しており、全体計画

L=276.8mの内、令和5年度末までにL=56.0mの整備が完了

する予定である。施工にあたっては、背後が狭隘で、家

屋等が隣接していることから、騒音振動等に留意するこ

とや、護岸前面の漁場で行われているウニ漁などとの施

工時期の調整を図りながら、令和10年度の完成を目指す。 

 

写真-8  上部フレア構造の施工状況 

 

 

写真-9  杭打設(回転切削圧入工法)の施工状況 
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図-11  標準断面図 

 

7.  おわりに 

海岸護岸の設計において新たな技術を導入し、工法の

特徴を活かした現地での適用方法について紹介した。他

現場でも活用がなされることで、地元の住民や漁業者に

対して、従来の工法よりも効果的な海岸護岸の整備を実

現できることを期待している。最後に本論文の事例が他

の社会インフラ施設整備への貢献の一助となることを、

心より願っている。 

―以上― 
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